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個人消費 コロナ禍からの回復に期待
景気判断では飲食・サービス業関連の改善が進む
 経済活動の再開にともない、輸出や生産を主導に、国内景気は緩やかに回復に向かいつつある。
 感染再拡大懸念を背景に、サービス関連支出の低迷が目立ち、個人消費支出の回復は鈍い。
 政府による消費喚起策などを契機に、今後は個人消費の回復が期待される。
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出所）図表1は総務省、図表２、３は内閣府のデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：個人消費支出は11ヵ月連続のマイナス
外食などのサービス関連の支出が低迷
政府が５月下旬に緊急事態宣言を全面的に解除し、
経済活動が再開されたことから国内経済は正常化に
向かいつつあります。足元で公表された経済指標は
概ね良好であり、輸出や生産を主導に、国内景気は
緩やかに回復基調を辿っているとみられます。
しかし、国内総生産（GDP）のおよそ７割を占め
る個人消費（内需）の回復の足取りは鈍いようです。
総務省が毎月公表する個人消費支出は、2019年10
月から2020年８月まで11ヵ月連続のマイナスと
なっています（図表１）。消費増税の影響による消
費低迷に加え、感染再拡大懸念を背景に、７、８月
は旅行や外食などのサービス関連支出の低迷が目立
ちました。
街角景気の先行きについては明るい見方も
一方、足元の街角の景況感には改善がみられます。
全国各地の飲食店の従業員やタクシー運転手など
に、景気の実感についてアンケートを行う景気
ウォッチャー調査の現状判断は、５ヵ月連続の改
善となりました。９月はすべての項目が8月から大
幅改善し、中でも飲食やサービス関連の改善が顕
著です（図表２）。今夏までの外出や外食への自
粛ムードが弱まり、人々の消費マインドが上向き
つつあるとみられ、両項目の先行き判断も改善幅
が大きくなりました（図表３）。判断の理由には、
政府による自粛要請の緩和や、『Go To トラベ
ル』キャンペーンの効果を期待する声が多く見ら
れました。観光庁は、『Go To トラベル』キャン
ペーンを利用した宿泊人泊数は約1,689万人泊＊と
公表しており、10月からは東京都も対象となるこ
とから、今後は利用者の増加が期待されます。
10月よりスタートした『Go To イート』キャン
ペーンに続き、今後も政府によるさまざまな消費
喚起策が展開される見込みです。政府の支援策を
契機に、今後は個人消費の回復が期待されます。
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※実質個人消費支出（ 2人以上の世帯、前年同月比）の推移
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図表2：飲食・サービス関連の景況感が改善

※景気の現状判断ＤＩの推移
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図表3：消費喚起策への期待から先行き判断も改善

※景気の先行き判断ＤＩの推移
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＊宿泊人数×宿泊数、2020年7月22日～9月15日の利用実績



【当資料に関する留意点】

• 当資料は、市場環境に関する情報の提供を目的として、ニッセイアセットマネジメントが作成したものであり、
特定の有価証券等の勧誘を目的とするものではありません。また、金融商品取引法に基づく開示資料ではあり
ません。実際の投資等に係る最終的な決定はご自身で判断してください。

• 当資料は、信頼できると考えられる情報に基づいて作成しておりますが、情報の正確性、完全性を保証するも
のではありません。

• 当資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。
• 当資料のいかなる内容も将来の市場環境等を保証するものではありません。
• 当資料にインデックス・統計資料等が記載される場合、それらの知的所有権その他の一切の権利は、その発行
者および許諾者に帰属します。

• 当資料に投資信託のグラフ・数値等が記載される場合、それらはあくまでも過去の実績またはシミュレーショ
ンであり、将来の投資収益を示唆あるいは保証するものではありません。また税金・手数料等を考慮しており
ませんので、実質的な投資成果を示すものではありません。

• 投資信託は投資する有価証券の価格の変動等により損失を生じるおそれがあります。
• 投資信託の手数料や報酬等の種類ごとの金額及びその合計額については、具体的な商品を勧誘するものではな
いので、表示することができません。
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